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地域連携と株式会社トクヤマの
取り組み』
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山口大学グリーン社会推進研究会
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本日の内容

1

１．トクヤマのご紹介

２．周南コンビナートのカーボンニュートラルに向けた取組み

３．トクヤマのカーボンニュートラルに向けた取組み
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トクヤマグループの概要

創立

資本金

売上高

主な事業内容

グループ会社数

従業員数

1918年（大正7年）

100億円

3,024億円 （2020年度連結）

無機・有機工業薬品、セメント・建材、

電子材料、機能材料、

メディカル製品等の製造・販売

84社

5,476名（連結）（2021年3月末現在）

（2021年3月末現在）



トクヤマの国内事業所（単体）
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東京本部

福岡支店 広島支店

大阪オフィス

高松支店

仙台営業所

徳山製造所

鹿島工場

周南営業所 つくば研究所

徳山研究所



セグメント別売上高（2020年度連結）
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売上高
3,024億円

化成品

854億円

25.6％

特殊品

577億円

17.3％セメント

908億円

27.2％

ライフ
アメニティー

459億円

13.8％

その他

536億円

16.1%

食塩電解
石炭火力自家発電電
力を多く使用

原料起因、燃料起因の
CO2を大量に発生

ポリシリコン／電気
炉析出
石炭火力自家発電電
力を多く使用



徳山製造所レイアウト
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徳山工場徳山工場

南陽工場南陽工場

東工場東工場

公共埠頭

海底トンネル
（1km）

海底トンネル
（1km）

JR徳山駅

水深１４m水深１４m

水深１２m

ソーダ灰

中央発電所

塩山

セメント

液化水素

窒化ｱﾙﾐ

塩化ビニル

ＩＰＡ・NC

多結晶シリコン・乾式シリカ東発電所

周南バルクターミナル(２０万㎡)

苛性ソーダ 貯炭場

ＰＯ・ＥＤＣ

珪酸ソーダ

0



徳山製造所における「オープンインテグレーション」
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有効利用率 ９５％
ゼロエミッション率 ９９．８％

熱効率

５６％
蒸気も熱エネル
ギーとして利用



＊基準年2019年度

中期経営計画2025

成長事業の
連結売上高比率50％以上

事業ポートフォリオ
の転換1

次世代エネルギーの
技術開発を加速、事業化
2030年度にCO2総排出量30％削減*

地球温暖化防止
への貢献2

「ありたい姿」実現に向け、成長の
土台となるマテリアリティへの
取り組みを強化

CSR経営の推進3

7

2021年度～2025年度



本日の内容
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１．トクヤマのご紹介

２．周南コンビナートのカーボンニュートラルに向けた取組み

３．トクヤマのカーボンニュートラルに向けた取組み



周南石油化学コンビナートの特徴（水素）

最大水素発生量（億Nm3/y）

全国 ３１８
中国地方 ７３．５
山口県 ３２．９ （全国有数の水素発生県）
周南ｺﾝﾋﾞﾅｰﾄ １３．８ （高純度な水素を生産する電解工場が集積）

経済産業省中国経済産業局（平成２０年３月） 報告資料より

山口県（特に周南ｺﾝﾋﾞﾅｰﾄ）は水素供給ポテンシャルの高い地域
＋

液化水素工場（水素輸送）と水素ステーション（利用基地）

全国でも他に例を見ないほど水素社会の実現に一番近いエリア
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徳山下松港カーボンニュートラル検討会
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周南市と木質バイオマス材利活用及び森林整備等に関する連携協定

■連携事項
①木質バイオマス材の利用活用及び地産地消
②森林の整備及び有効活用

➂その他、木質バイオマス材の利活用および森林整備等の推進を図るために必要と
認める事項



（イオン交換膜法食塩電解プロセス）

塩素精製工程

水素精製工程

苛性濃縮工程

水洗塔

水洗塔

サンド
フィルタ

脱塩素塔

乾燥塔冷却塔

32wt%
NaOH

H2 Gas

Cl2 Gas

希薄塩水

蒸発缶

塩素ガス

水素ガス

48wt%
苛性ｿｰﾀﾞ

反応槽 キレート
樹脂塔

塩倉庫

塩水精製工程

プレコート
フィルタ

静定槽

電解槽

飽和槽

脱硫反応槽

電気

塩

純水
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トクヤマの食塩電解プロセス（副生水素製造）

■製造 1952年（水銀法）より水素を製造。現在は全てイオン交換膜法。
■年間能力 苛性ソーダ（50万トン）、塩素（45万トン）、水素（1.4億Nm3）
■特徴 水素は純水の電気分解より生成されるため高純度（dryﾍﾞｰｽ 99.99%＜）
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環境省 地域連携・低炭素水素技術実証事業
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低炭素社会

化石燃料社会

地域ｶｰﾎﾞﾝﾆｭｰﾄﾗﾙを目指した水素の役割

水素社会

（CO2フリー水素）

・MCH
・液化水素
・アンモニア

火力自家発電所

電解工場

石炭

フェードアウト（まずはバイオマスへ）

一次エネルギーの
グリーン化

エネルギーミックス

高純度副生水素の利用拡大
熱利用からFC・原料利用へ
（パイプインフラ構築）

（地産）
・バイオマス

・再エネ

水電解

大規模
水素発電

地産グリーン
エネルギー

再エネ棄電（外部）

・購入製造・販売
・系統調整
・装置販売

化学原料

エネルギー基地

水素とコンビナート・地域の優位なアセット（港湾、自家発、電解、地域資源）
を活用したコンビナート・地域再生構想。

広域へ

～周南コンビナート再生から全国へ～

2050年へ

盤石な港湾と遊休タンク

16



本日の内容
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１．トクヤマのご紹介

２．周南コンビナートのカーボンニュートラルに向けた取組み

３．トクヤマのカーボンニュートラルに向けた取組み



*基準年2019年度：約676万トン

▶CO2排出量ゼロ（2030年度に50％削減を目指す）
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次世代エネルギーの技術開発を加速、事業化
2030年度CO2総排出量30％(200万トン)削減

削減対象

トクヤマの地球温暖化防止への貢献

＊

2050年度カーボンニュートラルに向けた取り組み

エネルギー起源

2019年度比

30%削減
2050年度
カーボン

ニュートラル
達成

原料起源
（石灰石）

▶石灰石使用量の低減を検討中
▶CCU技術や環境貢献製品の使用など
オフセットの可能性を検討中

セメント

化成品

自家発電
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2050年度CO2排出量削減目標
原燃料の脱炭素を目指すとともに、
環境貢献製品の開発・実装によりカーボンニュートラルを達成

エネルギー起源CO2削減
[発電所] バイオマス･水素（アンモニア）混焼･専焼,地域エネルギーの活用
[セメント] 可燃性廃棄物使用率増加
[製造部] 省エネ、プロセス改善、設備更新

2019年度
（基準年）

2050年度目標

▲10％

環境貢献製品・革新的技術開発
[研究開発] CCU技術開発、環境貢献製品

▲70％

❷

❸

❶
CO2排出量
約676万トン

原料起源CO2削減
[セメント] 混合材増量、Caリサイクル技術開発
[化成品] プロセス改善

▲20％
❶～❸共通
事業ポートフォリオの転換
コンビナート連携、廃熱有効活用



カーボンニュートラルに向けてトクヤマができること
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 水素ガス（酸素ガス）の提供、CO2の原・燃料化（CCU）
水素・CO2の燃料・原料としての活用による低炭素化の実現

 水電解設備・プラントの提供
変動型再エネ電力調整力としての活用による、分散型グリッドへの適用
水素エネルギーへの変換・備蓄による非常時エネルギー供給源として活用

 イオン交換膜の提供
次世代水電解技術と期待されるAEM水電解装置への活用

CO2 燃料・原料

化学工場

CCU

製品
技術
設備

サービス

の

社会へ
の提供



1950 1960 1970 1980 1990 2000 2010 2020 2030

1952～
食塩電解事業

1967～（旭化成様）
イオン交換膜事業（アストム）

2013～（岩谷産業様）
液体水素事業（YLH）
2013～2017（トクヤママレーシア）
水力によるポリシリコン事業

2007～2009（環境省）
家庭用純水素FC実証事業
2015～（環境省）
未利用水素有効利用実証事業

2020～（トヨタ様、パナソニック様）
定置式純水素FC実証
2021～（環境省,周南市様）
水素混焼エンジン旅客船運用実証事業

2013～
水電解用アニオン交換膜開発

2015～
アルカリ水電解システム開発

2020～
AEM膜性能評価システム開発

トクヤマにおける水素関連テーマの歩み

事業

実証

開発

品質等情報を得て
水素品質作り込みに生かす活動
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今後の取組み 下記の事業化を推進し温暖化問題に貢献
分野 検討項目 検討計画

水電解槽 アルカリ
水電解槽
（常圧型）

商用実証を進め事業化を目指す

アルカリ
水電解槽
（加圧型）

通電面積拡大として四角型の開発を
実施し、その後商用実証を進め
事業化を目指す

アルカリ
水電解
システム

保有システムの大型化、全自動化の
開発を進め、地産地消コンソ等での実
証を検討、その後事業化を目指す

部材 アニオン
交換膜
（AEM）

耐久性の高い水電解用アニオン交
換膜の、事業化を目指す
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産官学のオープンイノベーションについて
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• 産の役割： ノウハウ・人材・資金
⇒ CN技術の社会実装（プラント、ビジネスモデル）
⇒ 環境貢献製品の開発と事業化

• 学の役割： 常識や定説にとらわれない柔軟なイノベーション力
⇒技術の種づくり、新しいアイデア・コンセプトの提供

• 公の役割：
⇒法律・条令等とインフラ整備、計画整備とそれに基づく
補助金等による経済加速力

⇒企業間連携、産学連携のコーディネート

オープンイノベーションでこの３者の強みを生かした共創に期待

ＣＮやSDG’ｓ推進においては、個社では対応できず、産官学の連
携が特に重要




